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上越市手数料条例の一部改正について 
 

１ 改正理由  

長期優良住宅の普及の促進に関する法律の一部改正により、長期優良住宅認定制度

に関し、住宅性能表示制度との一体的な申請が可能となるとともに、災害に係る認定

基準が追加されることなどから、当該認定に係る手数料を見直すほか、租税特別措置

法の一部改正に伴う引用条項の整備を行うなど、所要の改正を行うもの 

 

２ 主な改正内容 

⑴ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく建築等計画の認定申請手数料及

び変更認定の申請手数料の額を改める。（第２条第９５号、第９６号、第９８号関

係） 

⑵ 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に

関する法律等の一部を改正する法律附則第２条第２項に基づく建築等計画の変更認

定の申請手数料及び認定を受けた地位の承継の申請手数料の額を定める。（第２条

第９９号、第１０３号、第１０４号関係） 

⑶ 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく容積率制限の緩和に係る許可申

請手数料の額を定める。（第２条第１０５号関係） 

⑷ 租税特別措置法の引用条項を整備する。（第２条第１２６号関係） 

⑸ その他文言を整備する。 

 

３ 施行期日 

 ⑴ ２の⑴から⑶まで及び⑸の改正 令和４年２月２０日 

⑵ ２の⑷の改正 令和４年４月１日 

 

４ 上越市手数料条例改正案新旧対照表 

（下線部分及び太枠部分が改正箇所） 

改  正  案 改  正  前 

（手数料の種類及び金額） 

第２条 略 

 ⑴～(94) 略 

第９５号 別掲１のとおり  

第９６号 別掲２のとおり     

(97) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第５条第１項から第５項までの規定に

基づく長期優良住宅建築等計画の認定の

申請手数料 １件につき、当該申請に係

る建築物の第９５号又は前号に規定する 

（手数料の種類及び金額） 

第２条 略 

 ⑴～(94) 略 

 第９５号 別掲１のとおり  

 

( 9 6 ) 長期優良住宅普及促進法第６条第２項

の規定による申出を行う場合における同

法第５条第１項から第３項までの規定に

基づく長期優良住宅建築等計画の認定の

申請手数料 １件につき、当該申請に係

る建築物の長期優良住宅認定手数料の額 
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改  正  案 改  正  前 

額に次に掲げる区分に応じ、次に定める 

額を加算した額 

ア及びイ 略 

 (98) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

の規定に基づく認定を受けた長期優良住

宅建築等計画の変更の認定に係る申請手

数料（第１００号及び第１０１号に掲げ

る手数料を徴収する場合を除く。） １

件につき、第９５号の表の左欄に掲げる

当該申請に係る建築物の区分に応じ、同

表に定める額に２分の１を乗じて得た額

を申請する戸数で除して得た額（当該額

に１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り捨てた額           

                   

   ） 

第９９号 別掲３のとおり     

(１００)  長期優良住宅普及促進法第８条第２

項の規定により準用する同法第６条第

２項の規定による申出を行う場合にお

ける同法第８条第１項の規定に基づく

認定を受けた長期優良住宅建築等計画

の変更の認定に係る申請手数料 １件

につき、当該申請に係る建築物の第 

９８号又は前号に規定する額 に次に 

掲げる区分に応じ、次に定める額を加 

算した額 

ア及びイ 略 

(１０１) 長期優良住宅普及促進法第９条第１項

又は第３項の規定により住宅の譲受人を

決定した場合における同法第８条第１ 

項の規定に基づく認定を受けた長期優 

良住宅建築等計画の変更の認定に係る  

申請手数料 １件につき２，４００円 

(102) 略 

(103) 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の 

整備のための長期優良住宅の普及の促進

に関する法律等の一部を改正する法律附

則第２条第２項の規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の変更の認定（譲受人を

決定した場合の申請に係るものに限

る 。 ） の 申 請 手 数 料  １ 件 に つ き   

２，４００円 

(104) 住宅の質の向上及び円滑な取引環境の 

   に次に掲げる区分に応じ、次に定める

額を加算した額 

ア及びイ 略 

 ( 9 7 ) 長期優良住宅普及促進法第８条第１項

の規定に基づく認定を受けた長期優良住

宅建築等計画の変更の認定に係る申請手

数料（次号及び第９９号    に掲げ

る手数料を徴収する場合を除く。） １

件につき、第９５号の表の左欄に掲げる

当該申請に係る建築物の区分に応じ、同

表に定める額に２分の１を乗じて得た額

を申請する戸数で除して得た額（当該額

に１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り捨てた額。次号において

「長期優良住宅変更認定手数料の額」と

いう。） 

 

(98) 長期優良住宅普及促進法第８条第２ 

項の規定により準用する同法第６条第 

２項の規定による申出を行う場合にお 

ける同法第８条第１項の規定に基づく 

認定を受けた長期優良住宅建築等計画 

の変更の認定に係る申請手数料  １件 

につき、当該申請に係る建築物の長 

期優良住宅変更認定手数料の額に次に 

掲げる区分に応じ、次に定める額を加 

算した額 

ア及びイ 略 

(99) 長期優良住宅普及促進法第９条第１項 

     の規定により住宅の譲受人を

決定した場合における同法第８条第１ 

項の規定に基づく認定を受けた長期優 

良住宅建築等計画の変更の認定に係る 

申請手数料 １件につき２，４００円 

 (100) 略 
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改  正  案 改  正  前 

  整備のための長期優良住宅の普及の促進

に関する法律等の一部を改正する法律附

則第２条第２項の規定に基づく長期優良

住宅建築等計画の認定を受けた地位の承

継の承認の申請手数料  １件につき  

２，４００円 

(105) 長期優良住宅普及促進法第１８条第１ 

項の規定に基づく容積率の特例許可申請 

手数料 １件につき１６万円 （追加） 

 (106)及び(107) 略 

(108) 略 

ア 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０６号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０６号イに規

定する場合 同号イ(ア)から(ウ)までに規

定する額にそれぞれ２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数

があるときは、当該端数を切り上げた

額）を合算した額 

( 1 0 9 )～(112) 略 

   (113) 建築物省エネ法第３４条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請手数料（第１１５号に

掲げる手数料を徴収する場合を除く。)   

１件につき、次に掲げる場合の区分に

応じ、次に定める額（同号において「建

築物エネルギー消費性能向上計画認定手

数料の額」という。） 

  ア～ウ 略 

(114)及び( 1 1 5 ) 略 

(116) 略 

ア 床面積を増加しようとする場合 増

加をしようとする床面積に応じて第 

１１３号又は前号と同じ方法で算出し

た額 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(101)及び(102) 略 

 (103) 略 

ア 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０１号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０１号イに規

定する場合 同号イ(ア)から(ウ)までに規

定する額にそれぞれ２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数

があるときは、当該端数を切り上げた

額）を合算した額 

 (104)～(107) 略 

 (108) 建築物省エネ法第３４条第１項の規定

に基づく建築物エネルギー消費性能向上

計画の認定の申請手数料（第１１０号に

掲げる手数料を徴収する場合を除く。)   

１件につき、次に掲げる場合の区分に

応じ、次に定める額（同号において「建

築物エネルギー消費性能向上計画認定手

数料の額」という。） 

  ア～ウ 略 

(109)及び( 1 1 0 ) 略 

(111) 略 

ア 床面積を増加しようとする場合 増

加をしようとする床面積に応じて第 

１０８号又は前号と同じ方法で算出し

た額 

イ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０８号アに規

定する場合 同号アに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に 
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改  正  案 改  正  前 

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

ウ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号イに規

定する場合 同号イに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

エ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１１３号ウに規

定する場合 同号ウに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

(117)～(125) 略 

 ( 1 2 6 ) 優良住宅新築認定申請手数料 １件に

つき、新築住宅の床面積の合計が１００

平方メートル以下のときは６，２００

円、１００平方メートルを超え５００平

方メートル以下のときは８，６００円、

５００平方メートルを超え２，０００平 

方メートル以下のときは１万３，０００

円、２，０００平方メートルを超え１万

平 方 メ ー ト ル 以 下 の と き は ３ 万    

５，０００円、１万平方メートルを超え

５万平方メートル以下のときは４万  

３，０００円、５万平方メートルを超え

るときは５万８，０００円（租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号 )第２８ 

条の４第３項第７号ロ若しくは第６３条

第３項第７号ロ                  

    又は第３１条の２第２項第１５

号ニ若しくは第６２条の３第４項第１５

号ニに規定する住宅の新築が優良な住宅

の供給に寄与するものであることについ

ての認定の申請の場合にあっては、４万 

３，０００円） 

( 1 2 7 )～(140) 略 

 （手数料の減免） 

第５条 略 

 ⑴ 略 

 ⑵ 略 

ア 第２条第１１０号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定手数料 

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

ウ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０８号イに規

定する場合 同号イに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

エ 「申請」を「変更の認定の申請」と

読み替えて適用する第１０８号ウに規

定する場合 同号ウに規定する額に２

分の１を乗じて得た額（当該額に  

１００円未満の端数があるときは、当

該端数を切り上げた額） 

(112)～(120) 略 

(121) 優良住宅新築認定申請手数料 １件に 

  つき、新築住宅の床面積の合計が１００

平方メートル以下のときは６，２００

円、１００平方メートルを超え５００平

方メートル以下のときは８，６００円、

５００平方メートルを超え２，０００平

方メートル以下のときは１万３，０００

円、２，０００平方メートルを超え１万

平 方 メ ー ト ル 以 下 の と き は ３ 万    

５，０００円、１万平方メートルを超え

５万平方メートル以下のときは４万  

３，０００円、５万平方メートルを超え

るときは５万８，０００円（租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号 )第２８ 

  条の４第３項第７号ロ、第６３条第３項

第７号ロ若しくは第６８条の６９第３項

第７号ロ又は第３１条の２第２項第１５

号ニ若しくは第６２条の３第４項第１５

号ニに規定する住宅の新築が優良な住宅

の供給に寄与するものであることについ

ての認定の申請の場合にあっては、４万 

３，０００円） 

( 1 2 2 )～(135) 略 

（手数料の減免） 

第５条 略 

 ⑴ 略 

 ⑵ 略 

  ア 第２条第１０５号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定手数料 

-4-



改  正  案 改  正  前 

イ 第２条第１１１号に規定する計画変

更に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料 

ウ 第２条第１１２号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定軽微変

更該当証明書交付手数料 

エ 第２条第１３４号に規定する定期検

査手数料 

オ 第２条第１３５号に規定する適正計

量管理事業所計量管理検査手数料 

⑶～⑹ 略 

２及び３ 略 

イ 第２条第１０６号に規定する計画変

更に係る建築物エネルギー消費性能適

合性判定手数料 

ウ 第２条第１０７号に規定する建築物

エネルギー消費性能適合性判定軽微変

更該当証明書交付手数料 

エ 第２条第１２９号に規定する定期検

査手数料 

オ 第２条第１３０号に規定する適正計

量管理事業所計量管理検査手数料 

⑶～⑹ 略 

２及び３ 略 
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（別掲１） 

改  正  案 

(95) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「長期優良住 

宅普及促進法」という。）第５条第１項から第３項までの規定に基づく長期優良住宅建築

等計画の認定の申請手数料（第９７号に掲げる手数料を徴収する場合を除く。） １件に

つき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める額を申請

する戸数で除して得た額(当該額に１００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨 

てた額                          ） 

建築物の区分 住宅の品質確保の促進等に

関する法律（平成１１年法

律第８１号）第５条第１項

に規定する登録住宅性能評

価機関による長期優良住宅

普及促進法第２条第４項に

規定する長期使用構造等

（以下「長期使用構造等」

という。）であることの確

認を行った結果を記載した

書面がある場合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で一戸建ての

もの（人の居住の用以外の用途に供す

る部分を有するものを含む。以下同

じ。） 

１３，１００円 

 

４２，４００円 

 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

以内の共同住宅等（共同住宅、長屋そ

の他一戸建ての住宅以外の住宅をい

う。以下同じ。） 

２４，８００円 ９９，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

を超え１０戸以内の共同住宅等 

３７，５００円 １５５，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０ 

戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

５９，１００円 ３０２，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５

戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

９１，７００円 ５３８，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０

戸を超え１００戸以内の共同住宅等 

１３７，２００円 ９２１，８００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

１００戸を超え２００戸以内の共同住

宅等 

２２９，５００円 １，７０１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

２００戸を超え３００戸以内の共同住

宅等 

２８９，３００円 ２，４２８，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

３００戸を超える共同住宅等 

３２７，８００円 ２，９７３，４００円 
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改  正  案 

   増築又は改築をしようとする住宅（新

築の時に長期優良住宅建築等計画の認

定を受けていない住宅に限る。以下同

じ。）で一戸建てのもの 

１８，４００円 ６２，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５戸以内の共同住宅等 

３４，６００円 １４６，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅

等 

５３，７００円 ２３１，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が１０戸を超え２５戸以内の共同住

宅等 

８６，１００円 ４５１，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２５戸を超え５０戸以内の共同住

宅等 

１３４，９００円 ８０４，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸 

数が５０戸を超え１００戸以内の共同 

住宅等 

２０３，２００円 １，３８０，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸 

数が１００戸を超え２００戸以内の共

同住宅等 

３４１，７００円 ２，５４８，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２００戸を超え３００戸以内の共

同住宅等 

４３１，３００円 ３，６３９，６００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が３００戸を超える共同住宅等 

４８９，０００円 ４，４５７，４００円 
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（別掲１） 

改  正  前 

( 9 5 ) 長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号。以下「長期優良住 

宅普及促進法」という。）第５条第１項から第３項までの規定に基づく長期優良住宅建築 

等計画の認定の申請手数料（次号に掲げる  手数料を徴収する場合を除く。） １件に 

つき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める額を申請 

する戸数で除して得た額（当該額に１００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨 

てた額。次号において「長期優良住宅認定手数料の額」という。） 

建築物の区分 住宅の品質確保の促進

等に関する法律（平成

１１年法律第８１号）

第５条第１項に規定す

る登録住宅性能評価機

関による長期優良住宅

普及促進法第６条第１

項各号（第３号及び第

６号を除く。）に掲げ

る基準に適合する旨の

通知がある場合 

住宅の品質確保の促進

等に関する法律第６条

第１項に規定する登録

住宅性能評価機関によ

る設計住宅性能評価書

（同法第５条第１項に

規定する住宅性能評価

に係る部分について長

期優良住宅普及促進法

第６条第１項第１号に

掲げる基準に適合する

ものに限る。）の交付

がある場合 

その他の場合 

新 築 を し

よ う と す

る 住 宅 で

一 戸 建 て

の も の

（ 人 の 居

住 の 用 以

外 の 用 途

に 供 す る

部 分 を 有

す る も の

を 含 む 。

以 下 同

じ 。 ） 

床 面 積 の

合 計 が   

１ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

７，６００円 １７，０００円 ４８，８００円 

床 面 積 の

合 計 が   

１ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル を 超 え 

２ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

７，６００円 １７，０００円 ７６，９００円 

 床 面 積 の

合 計 が   

２ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

７，６００円 １７，０００円 １０４，６００円 
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改  正  前 

     新築をしようとする

住宅で戸数が５戸以

内の共同住宅等（共

同住宅、長屋その他

一戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下

同じ。） 

１６，５００円 ６０，５００円 １１１，９００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が５戸を

超え１０戸以内の共

同住宅等 

２６，０００円 ９５，１００円 １７６，５００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が１０戸

を超え２５戸以内の

共同住宅等 

３５，４００円 １７６，０００円 ３４４，６００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が２５戸

を超え５０戸以内の

共同住宅等 

６２，５００円 ２９９，２００円 ６１３，８００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が５０戸

を超え１００戸以内

の共同住宅等 

１０４，４００円 ４５８，６００円 １，０５２，２００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が１００

戸を超え２００戸以

内の共同住宅等 

１６９，４００円 ８３１，９００円 １，９４３，２００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が２００

戸を超え３００戸以

内の共同住宅等 

２０７，３００円 １，１３２，９００円 ２，７７４，６００円 

新築をしようとする

住宅で戸数が３００

戸を超える共同住宅

等 

２２０，８００円 １，３６９，９００円 ３，３９８，０００円 

増 築 又 は

改 築 を し

よ う と す

る 住 宅 

床 面 積 の

合 計 が  

１ ０ ０ 平

方 メ ー ト 

９，７００円 ６２，３００円 ６２，３００円 
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改  正  前 

    （新築の

時に長期

優良住宅

建築等計

画の認定

を受けて

いない住

宅 に 限

る。以下

この号に

お い て 

同じ。） 

で一戸建

てのもの 

ル 以 内 の

もの 

   

床 面 積 の

合 計 が 

１ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

２ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル 以 内 の

もの 

９，７００円 ９９，７００円 ９９，７００円 

床 面 積 の

合 計 が 

２ ０ ０ 平

方 メ ー ト

ル を 超 え

るもの 

９，７００円 １３６，６００円 １３６，６００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が５戸以内の共同住

宅等 

２０，６００円 １４７，６００円 １４７，６００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が５戸を超え１０戸

以内の共同住宅等 

３３，２００円 ２３３，６００円 ２３３，６００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が１０戸を超え２５

戸以内の共同住宅等 

４５，８００円 ４５７，４００円 ４５７，４００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が２５戸を超え５０

戸以内の共同住宅等 

８１，９００円 ８１５，８００円 ８１５，８００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が ５ ０ 戸 を 超 え  

１００戸以内の共同

住宅等 

１３７，７００円 １，３９９，３００円 １，３９９，３００円 
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改  正  前 

    増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が１００戸を超え 

２００戸以内の共同

住宅等 

２２４，１００円 ２，５８５，２００円 ２，５８５，２００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が２００戸を超え 

３００戸以内の共同

住宅等 

２７４，６００円 ３，６９２，０００円 ３，６９２，０００円 

増築又は改築をしよ

うとする住宅で戸数

が３００戸を超える

共同住宅等 

２９２，６００円 ４，５２１，８００円 ４，５２１，８００円 
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（別掲２） 

改  正  案 

(96) 長期優良住宅普及促進法第５条第４項又は第５項の規定に基づく長期優良住宅建築等計画

の認定の申請手数料（次号に掲げる手数料を徴収する場合を除く。） １件につき、次の表

の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応じ、同表に定める額 

建築物の区分 長期使用構造等であることの

確認を行った結果を記載した

書面がある場合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

以内の共同住宅等 

２４，８００円 ９９，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

を超え１０戸以内の共同住宅等 

３７，５００円 １５５，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０

戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

５９，１００円 ３０２，９００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５

戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

９１，７００円 ５３８，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０

戸を超え１００戸以内の共同住宅等 

１３７，２００円 ９２１，８００円 

新築をしようとする住宅で戸数が  

１００戸を超え２００戸以内の共同住

宅等 

２２９，５００円 １，７０１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が  

２００戸を超え３００戸以内の共同住

宅等 

２８９，３００円 ２，４２８，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数が  

３００戸を超える共同住宅等 

３２７，８００円 ２，９７３，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５戸以内の共同住宅等 

３４，６００円 １４６，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅

等 

５３，７００円 ２３１，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が１０戸を超え２５戸以内の共同住

宅等 

８６，１００円 ４５１，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２５戸を超え５０戸以内の共同住

宅等 

１３４，９００円 ８０４，９００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５０戸を超え１００戸以内の共同

住宅等 

２０３，２００円 １，３８０，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が１００戸を超え２００戸以内の共

同住宅等 

３４１，７００円 ２，５４８，９００円 
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改  正  案 

   増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２００戸を超え３００戸以内の共

同住宅等 

４３１，３００円 ３，６３９，６００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が３００戸を超える共同住宅等 

４８９，０００円 ４，４５７，４００円 

（追加） 
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（別掲３） 

改  正  案 

(99)  住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進に関する法

律等の一部を改正する法律（令和３年法律第４８号）附則第２条第２項の規定に基づく長期

優良住宅建築等計画の変更の認定の申請手数料（次号及び第１０３号に掲げる手数料を徴収

する場合を除く。） １件につき、次の表の左欄に掲げる当該申請に係る建築物の区分に応

じ、同表に定める額を申請する戸数で除して得た額（当該額に１００円未満の端数があると

きは、当該端数を切り捨てた額） 

建築物の区分 長期使用構造等であることの

確認を行った結果を記載した

書面がある場合 

その他の場合 

新築をしようとする住宅で一戸建ての

もの 

６，１００円 ２０，７００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

以内の共同住宅等 

１１，９００円 ４９，２００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５戸

を超え１０戸以内の共同住宅等 

１８，３００円 ７７，５００円 

新築をしようとする住宅で戸数が１０

戸を超え２５戸以内の共同住宅等 

２９，１００円 １５１，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数が２５

戸を超え５０戸以内の共同住宅等 

４５，４００円 ２６８，７００円 

新築をしようとする住宅で戸数が５０

戸を超え１００戸以内の共同住宅等 

６８，２００円 ４６０，４００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

１００戸を超え２００戸以内の共同住

宅等 

１１４，３００円 ８５０，０００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

２００戸を超え３００戸以内の共同住

宅等 

１４４，２００円 １，２１３，６００円 

新築をしようとする住宅で戸数 が  

３００戸を超える共同住宅等 

１６３，４００円 １，４８６，２００円 

増築又は改築をしようとする住宅で一

戸建てのもの 

８，７００円 ３０，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸 

数が５戸以内の共同住宅等 

１６，８００円 ７２，７００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５戸を超え１０戸以内の共同住宅

等 

２６，４００円 １１５，１００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が１０戸を超え２５戸以内の共同住

宅等 

４２，６００円 ２２５，４００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２５戸を超え５０戸以内の共同住

宅等 

６７，０００円 ４０２，０００円 
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改  正  案 

   増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が５０戸を超え１００戸以内の共同

住宅等 

１０１，１００円 ６８９，５００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が１００戸を超え２００戸以内の共

同住宅等 

１７０，４００円 １，２７４，０００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が２００戸を超え３００戸以内の共

同住宅等 

２１５，２００円 １，８１９，３００円 

増築又は改築をしようとする住宅で戸

数が３００戸を超える共同住宅等 

２４４，０００円 ２，２２８，３００円 

（追加） 
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上越市手数料条例の一部改正に係る 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」等の改正概要 

 

 

１ 上越市手数料条例の一部改正の概要 

⑴  登録住宅性能評価機関と所管行政庁の審査対象の見直しに伴う改正 

長期優良住宅の認定申請における審査は、一般的に登録住宅性能評価機関による 

事前審査を経て、その適合証を添付した上で、所管行政庁（市）に申請する手続と

なるが、住宅性能表示制度との一体的な申請方法の創設に伴い、これまで同機関で

は、①長期使用構造等、②住戸面積、③維持保全方法、④景観等居住環境の配慮の

４つの項目について審査を行っていたものが、①長期使用構造等の技術的審査のみ

となり、その他の３つの項目に加え「災害の防止等」に関する項目が所管行政庁

（市）の審査とされたことを受け、認定申請手数料及び変更認定の申請手数料の見

直しを行うもの。 

 

⑵  共同住宅の住棟認定の導入に伴う改正 

共同住宅における長期優良住宅の認定申請において、これまでの区分所有者がそ

れぞれ認定を受ける仕組みに加え、管理組合の管理者等による申請により一括認定

が可能となる申請方法が追加されたことから、認定申請手数料及び変更認定の申請

手数料の見直しを行うもの。 

 

⑶  経過措置に係る変更認定の申請等の改正 

「住宅の質の向上及び円滑な取引環境の整備のための長期優良住宅の普及の促進 

  に関する法律等の一部を改正する法律」の附則第２条第２項では、改正前に認定を

受けた建築物の変更認定の申請及び認定を受けた地位の承継については、今回追加

された災害に係る認定基準が適用されず、従前の基準が適用されることから、別途、

その手数料を定めるもの。 

 

⑷  容積率制限の緩和に関する許可制度の創設に伴う改正 

認定長期優良住宅について、一定の敷地面積を有し、市街地の環境の整備改善に 

資すると認められる場合に、容積率制限を緩和する規定が創設されたことから、そ 

の許可申請手続に係る手数料を定めるもの。 

 

⑸  租税特別措置法の一部改正に伴う引用条項の削除に伴う改正 

租税特別措置法の一部改正において、土地譲渡益重課税制度に係る優良住宅認定 

申請手数料において引用している条項が削除されることから、引用条項の整備を行 

うもの。 
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２ 長期優良住宅の制度概要 

・長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅について、

その建築及び維持保全に関する計画を所管行政庁(市)が認定する制度。（H21.6 施

行） 

 ・認定を受けた住宅は、住宅ローン減税の拡充、登録免許税の税率引き下げ、不動産 

取得税の控除額拡充、固定資産税減額期間の延長などの措置を受けることができる。 

 

 ≪手続のイメージ図≫ 

 

 

 

 

 

 

 

申請者 所管行政庁

民間判定機関
①技術審査依頼

②適合証交付

③申請※

④認定
※適合証の添付がない場合は、所管行政庁(県)により技術審査を実施

※適合証の添付がない 

場合は、所管行政庁 

（市）が技術審査を 

実施 

 

※改正法により「適合 

証」は「確認証」に 

変更 

登録住宅性能評価機関 

所管行政庁（市） 申請者 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第１３３号 

提  出  課 用地管財課 

 

指定管理者の指定について（リージョンプラザ上越） 

 

１ 指定管理者に指定する団体 

⑴ 団体の概要 

団 体 名 新東産業株式会社 

所 在 地 東京都渋谷区渋谷 2 丁目 12 番 19 号 

設立年月日 昭和 41 年 12 月 20 日 

設 立 目 的 次の事業を営むことを目的とする。 

団体の事業 

①建物総合管理業務 

②冷暖房電気設備運転保守管理業務 

③清掃一般業務                    

④警備保障業務                   など 

管理の実績 

・上越科学館（平成 30 年 4 月から令和 4 年 3 月まで） 

・上越市柿崎総合体育館ほか 4 施設（平成 31 年 4 月から令和 

6 年 3 月まで）                  など 

 

⑵ 指定の期間 

  令和 4 年 4 月 1 日から令和 9 年 3 月 31 日まで（5 年間） 

 

⑶ 指定の理由 

   公募に応じた 1 者について、上越市財務部指定管理者選定委員会における委員全

てが、指定管理者選定基準に基づいた総合評価で適切であると評価した新東産業株式

会社を指定管理者として指定するもの 

 

 ⑷ 事業計画の概要 

【基本方針】 

  上越市第 6 次総合計画に掲げる将来都市像「すこやかなまち～人と地域が輝

く上越～」を実現するために、「市民がいつまでも健康で地域社会で活躍でき

る社会への基盤づくり」、「スポーツ・芸術・文化の向上に寄与するため、各種

スポーツ競技会や日本伝統文化・芸術に触れ合える機会の創出」、「施設の能力

を最大限に生かし、地域の活性化につながる大規模競技会・イベントの誘致」、

「指定管理を行ってきた実績とノウハウをいかした利用者へのサービスの拡

充」、「老朽化した施設・設備の細部における問題箇所の早期発見・即時対応」、

「コロナ禍と多様化する社会における市民・利用者の安心を得る施設運営」、

「利用者目線に立った利便性や快適性の提供」を掲げ、計画性のある管理・運

営に取り組む。 
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【管理運営方針】 

○市民へ「安全・安心・快適」な場の提供 

   施設の適正な維持管理を推進するとともに、指定管理者としての責任を明

確にし、安全委員会等の内部チェックを強化することや、コロナ禍における

新しい生活様式を踏まえた運営を実施し、安全な利用を図る。 

○市民の公平な利用確保と市民サービスの向上 

   利用者へ「おもいやり」や「おもてなし」の気持ちで接し、施設に適した

サービスを提供するための研修やスタッフ間の情報共有を通じて、市民サー

ビスの向上を図る。 

○スポーツ、文化施設の中核施設としての役割 

   各種団体や地域との連携による魅力的なイベントの実施や市民の多様な

ニーズに対応できるような施設運営を行う。 

○施設運営の活性化 

  コロナ禍におけるイベントの立案を含め、施設の存在価値と魅力をアピー

ルし、県内外への誘客活動を行う。また、地元民間企業への積極的な利用促

進を図る。 

○公の施設の公共性・公益性を担保した管理・運営 

   条例及び各種法令基準を遵守し、適正な管理を行う。 

    

２ 上越市財務部指定管理者選定委員会の審査概要 

⑴ 選定委員の構成 

区分 氏 名 所属・役職 

学識経験者 小林  實 元上越市中学校長会会長 

経営精通者 稲垣 研二 元教育委員 

財務精通者 村椿 正子 税理士 

施設の利用

者の代表 

渡辺江都子 リージョンプラザ上越利用者 

内山 律子 上越市大手町駐車場利用者 

小菅  一雄 上越市市民プラザ利用者 

市職員 柳澤 祐人 市財務部長 

 

⑵ 選定委員会の開催 

開催日 内 容 出席委員 

11 月 8 日（月） 書類審査、面接審査、指定管理者候補の選定 6 人 

 

⑶ 審査 

ア 選定に当たっての基本方針 

  指定管理者の選定に当たっては、条例に規定した次の項目に適合するものでな

ければならない。 

（ア） 申請者から提案された事業計画に基づく施設の管理が施設の平等な利用を

確保することができるものであること。 

（イ） 事業計画の内容が施設の適切な管理、サービスの向上及び管理に係る経費

の縮減が図られるものであること。 

（ウ） 事業計画に沿った施設の管理を安定して行う能力を有していること。 

イ 候補者の決定方法 

指定管理者選定基準に基づき、書類審査及び面接審査を行い、「適切な管理」「サ
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ービスの向上」「管理の安定」「経費の縮減」「その他」の各項目について評価を行

った上で、総合的に申請者が指定管理者としての適格性について総合評価を実施し、

候補者として決定する。 

 

【審査結果】 

総合評価の結果、全ての委員が適切であると評価 

 

【委員会の主な意見】 

 ・利用者の多くの意見・要望を取り入れた管理運営に努めている。 

・引き続き安全対策に努めて頂きたい。 

・老朽化した施設・設備も多い中で、適切な運営に努めている。予防保全も含めた対策   

を細かに市と協議を進めてほしい。 

 

３ 債務負担行為の設定 

    ⑴ 指定期間に係る指定管理料の総額について債務負担行為を設定     （千円） 

①債務負担行為設定額               814,800 

②今回の指定期間の指定管理料平均額             162,960 

③前指定期間の指定管理料平均額 165,351 

④指定管理料の増減額               (②－③) △2,391 

   

※本施設については、指定管理者の管理・運営努力を反映するための適正利益分を今 

回の指定管理料基準額に加算している。 

 

⑵ 減額理由 

  人件費の見直しや再委託業務の内容見直しによる支出経費の削減によるもの 
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所 管 委 員 会 総務常任委員会 

関 係 案 件 議案第１０２号 

提  出  課 財政課 

 

歳出科目（Ｐ146～Ｐ147） 2款 1項 1目 一般管理費 

単位：千円 

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

国県支出金等還付金 135,946 157,100 293,046 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

諸収入           26,052 

一般財源          131,048 

 償還金利子及び割引料 

 157,100 

 

 

 

【補正理由】 

国県支出金等の還付額が当初の見込みを上回ることから、不足分を増額するもの 

 

【補正内容】 

 〇国県支出金等還付金 

項 目 当初予算額※ ① 還付見込額 ② 補正額（②-①） 

償還金利子及び割引料 135,946 293,046 157,100 

    ※当初予算額は、過去 5 か年のうち、3 か年以上還付金の支払実績のある課等の平均値

から各年度における特異値を除いて算出 

 

○還付見込額の内訳 

還 付 先 還付見込額 
 

主な還付金（10,000千円以上） 

国 234,814 

生活保護費負担金（62,314） 

子ども・子育て支援交付金（52,998） 

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金（45,388） 

地域バイオマス利活用交付金（22,548） 

疾病予防対策事業費等補助金（10,330） 

県 55,310 子ども・子育て支援交付金（11,898） 

そ の 他 2,922  

合   計 293,046  
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提  出  課 用地管財課 

 

単位：千円  

事    業    名 補 正 前 補 正 額 補 正 後 

市民プラザ管理運営費 70,867 4,422 75,289 

  

主 な 補 正 財 源 主 な 経 費 

一般財源            4,422  工事請負費      4,422 

 

           

 

【補正理由】 

  故障により運転を停止している個別空調について、故障箇所の修繕とあわせ、老朽化して

いる同種空調の更新工事を実施するために要する経費を増額するもの 

 

【補正内容】 

○個別空調改修工事 

項  目 補正前 補正額 補正後 

工事請負費 9,606 4,422 14,028 

 空調改修工事 0 4,422 4,422 

  

○債務負担行為の設定 

改修工事は、約 5か月の工期を見込んでいることから、新たに債務負担行為を設定する。 

・全体事業費 14,740千円 

・年度別負担額 

   令和 3年度は全体工事費の 30％、令和 4年度は 70％とする。 

 各年度の負担額 

令和 3年度 4,422 

令和 4年度 10,318 

合 計 14,740 

・工事内容 

  2階会議室等の空調設備（ＧＨＰの 2系統）について、更新する。 

※空調機器の更新に当たっては、維持管理経費の経済性が優れ、故障時に速やかな復 

旧が可能なＥＨＰのペアタイプに入れ替える。 

   ・空調機器更新：室内機、室外機を更新 

・配管設備工事：冷媒配管を更新 

 ・予定工期 

   令和 4年 1月から 6月まで 

※冬期間は全体空調で室温を調整するとともに、利用者の希望に応じて、暖房機器を貸し

出し対応する。 

 

歳出科目（Ｐ146～Ｐ147） 2款 1項 26目 市民プラザ費 
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